
（アウトプット指標による目標）

（アウトカム指標による目標）

施策番号 284

「日本経済再生に向けた緊急経済対策」進捗状況確認シート（環境省）

対策の柱立て（大区分） Ⅲ．暮らしの安心・地域活性化

担当部局 大臣官房廃棄物・リサイクル対策部

対策の柱立て（中区分） １．暮らしの安心の確保

対策の柱立て（小区分①）
（３）生活空間の安全確保・質の向上と循環型社会の創出に向けた環境の
整備

担当課 企画課リサイクル推進室

対策の柱立て（小区分②） -

対策における施策の名称 廃棄物の循環利用・適正処理の加速化等

（事業名） 使用済小型電気電子機器リサイクル推進事業 新規/既存 □新規　　　■既存

平成24年度補正予算額 4.97億円
一般会計/特別会計

（特会の場合には名称も記
載）

一般会計

事業の内容
（予算については、
予算の使途及び

予算を交付等する対象者
を明記）

使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律が、平成25年4月に施行となる。円滑な制度の実施に向けて、
自治体が参加しやすい環境整備のための支援を行う。また、国民・市町村への参加の呼びかけも併せて行う。
（請負先：民間企業等）

実施方法 　□直接実施　　　■委託・請負　　　□補助金　　　□負担金　　　□交付金　　□貸付金　　　□その他（　　　　　）

アウトプット指標（進捗指標）

アウトカム指標（効果指標）

事業の進捗状況

予算の執行状況

（進捗実績、
今後のスケジュール）

執行早期化のために
講じている工夫

本事業は、全国の不特定数の市町村の申請に対し、それぞれ異なる時期・仕様で個別に契約を要するが、各地方環境事務所が地
方自治体と調整をして契約手続き等を実施するため、本省で全て個別対応するよりも仕様書作成や入札手続き等にかかる日数が
短縮される。

＜対象となる地域の公募・採択＞
①平成25年3月公募開始
②平成25年4月採択
⑤平成25年5月追加公募開始

＜事業を行う請負業者の選定＞
③平成25年5月以降順次請負業者の選定開始
④平成25年6月以降事業開始

事業に関するURL
（事業実施場所、補助先等）

平成24年度（第二次）｢小型電子機器等リサイクルシステム構築実証事業｣の公募について
　http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=16415
平成25年度「小型電子機器等リサイクルシステム構築実証事業」（市町村提案型及び再資源化事業者提案型）の公募について（お
知らせ）
http://www.env.go.jp/press/press.php?serial=16611

平成２５年６月までに約２億円分着手（入札公告等）
平成２５年度末までに全額執行（入札残除く）

平成２７年度までに使用済小型電子機器等の再資源化を実施した量　１kg/年・人、14万t/年（回収率20％）
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